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概 要 
 
背 景 

1980年代を通して、全般的な犯罪問題、特に街路レベル薬物問題へ対する警察の対応が非

効率であるとの雰囲気が優勢だった。1980年代の典型的な法執行戦略は、受動型・非集中

的であったため、総じて街路レベルでの薬物市場活動を根絶することはできなかった。1990
年代に入って、問題解決型警察活動や第三者とのパートナーシップといった集中的・能動

型警察活動戦略が発達することにより、街路レベル薬物問題を実効的に処理する警察能力

の信頼が回復された。 
 
目 的 

本研究の目的は、メタ分析を用いて、警察主導の薬物法執行介入の相対的な実効性を評価

することである。とりわけ、筆者らは1990年代まで警察の慣行を支配した薬物法執行の標

準的受動型手法と比較した場合の問題解決型警察活動、地域社会型警察活動および犯罪多

発地点警察活動を含む数多くの警察活動アプローチの相対的な実効性を研究した。 
 
検索方法 

筆者らは、定型化されたキーワード検索手法を用いて、さまざまな分野の主要なデータベ

ースを検索し、関連する研究を抽出した。加えて、法執行に関する主要な刊行物の手検索、

専門分野の関連ウェブサイトの調査、主要研究者・ポスドク・刑事司法関係の司書に対す

る照会、抽出された研究の引用文献リストの相互確認を実施した。 
 
選択基準 

今回のメタ分析の対象は、違法薬物使用・薬物取引・薬物取引場所での関連問題の削減ま

たは防止を目的とした介入で、かつ、警察によって開始・運営されるか、警察によって実

施されている介入に限定された。これらの介入がさまざまな結果変数に与える影響を検討

した。これらの結果変数は、薬物事案の緊急通報数や犯罪認知件数といった薬物関連指標

と、財産犯罪、暴力犯罪、秩序びん乱犯罪の緊急通報数や犯罪認知件数といった薬物非関

連指標の双方を含んでいる。レビューの対象には、時間的な制約（すなわち、発表）は課

さず、未刊行文献（すなわち、博士論文、報告書等）および非英語研究を含めた。レビュ

ーの対象には、少なくとも事前・事後で測定し、対照群を含むデザインを条件とした。ま

た、方法論的に信頼できる評価方法がこの分野において不足していることを考慮し、準実

験デザインも含めた。 
 
データ収集および分析 

メタ分析手法を用いて、さまざまな薬物法執行アプローチが結果変数に与える有効性を評

価した。具体的には、ランダム効果モデルとオッズ比を用いて、事前・事後の介入効果を

評価した。分析は、薬物法執行が結果変数群に与える効果について別々に実施された。 
 
主な結果 
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薬物関係の緊急通報や薬物事案を減らすには、問題解決型警察活動アプローチと地域社会

型警察活動アプローチが、事案多発地点に対する法執行アプローチによりも効果があるこ

とが示された。また、緊急通報については、総数で考えても、薬物関連に限定しても、問

題解決型警察活動が地域社会型警察活動よりも効果的であることが示された。しかし、薬

物犯罪多発地点に法執行資源を地理的に集中させるという単純な戦術でも、地理的に集中

しない「標準的な」法執行戦術（たとえば、予防パトロール）の展開に比べると、際立っ

た改善が見られた。 
 
薬物以外の変数については、地域社会型警察活動アプローチは、薬物犯罪多発地点のみを

対象にする警察活動よりも、秩序びん乱などを削減する傾向がみられた。街路レベル薬物

市場を根絶することを目指す犯罪多発地点アプローチは、問題解決型警察活動アプローチ

と地域社会型警察活動よりも、対人犯罪（たとえば、街頭暴力）・対物犯罪（たとえば、

自動車窃盗）双方の結果変数に対して望ましい影響をもたらしていた。 
 
レビューアーの結論 

地理的目標を定め、警察と第三者間での協力関係を構築する問題解決型の警察活動は、協

力関係を構築するが地域全体に分散してしまう警察活動よりも、街路レベルでの薬物市場

を根絶するのに効果的な傾向があることが明らかになった。また、問題解決型警察活動、

地域社会型警察活動ともに、その活動が犯罪多発地点に集中させられるか否かにかかわら

ず、伝統的な法執行のみの介入よりも街路レベル薬物市場を根絶することに効果的である

ことが示唆された。また、薬物犯罪の多発地点に警察のプレゼンスまたは介入（たとえば、

逮捕）を単純に増やすよりも、街路レベル薬物法執行が（1）第三者との生産的な協力関係

の構築に集中し、（2）介入活動を近隣地域全体にむやみに拡散させず、あくまで薬物犯罪

の多発地点を目標とし、かつ（3）街路レベルでの薬物市場が問題化した場所に潜在的に存

在する犯罪誘発的状況をなくす、の３点について努力すべきことが示唆された。 
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背 景 

 
 薬物法執行は、世界中の薬物政策の中心的な特徴である。2002年に、違法薬物の規制に

向けられた米国連邦の総支出の50％超は、国内での法執行に費やされた。同様に、オース

トラリア連邦政府の違法薬物規制計画では、法執行に対して2億1,000万ドル超、すなわち関

連予算の41％という際立った額を割り当てた（Howard, 2000年、Moore, 2005）。また、イギ

リスでは、薬物法執行に対する支出の割合ははるかに高い。1990年代後半に、イギリスに

おける薬物乱用予算の約75％は、法執行に費やされた（Royal College of Psychiatrists, 2000）。 
 
 Caulkins（2002）は、薬物法執行がこれまでの国内薬物政策の第一次的な構成部分であり、

今後もそうあり続ける理由について略述している。第一に、警察は、各地の薬物問題に迅

速に適合して対応可能である。第二に、法執行は、特定種類の薬物問題に合わせて実施可

能である。第三に、薬物法執行で処罰リスクを高めることで、売り手の価格を上昇させる

とともに、買い手の薬物経験を減少させ、これらの効果によって薬物供給を減らすことが

できると政策立案者は確信している。世界中の警察は、薬物供給を減らすことを目指して、

薬物問題の発生に迅速に対応するために一連の戦略を用いている。街路レベル薬物法執行

戦術には、手入れ、一斉検挙、おとり捜査、第三者による警察活動、問題解決型警察活動

といったものがある。 
 
 本報告書では、街路レベル薬物法執行介入を評価するためにメタ分析を実施した。本報

告書では、一般的な法執行戦術に関するWeisburdとEck（2004）の概念分類を用いて、４種

類の薬物法執行アプローチを比較検討した。これらは、（1）地域社会または近隣地域全体

といった比較的広い範囲を地理的対象とし、非警察機関とのパートナーシップを活用して

さまざまな介入を行う地域社会型警察活動、（2）薬物犯罪多発地点を地理的対象とし、対

して非警察機関とのパートナーシップを活用して広範囲に介入する問題解決型警察活動、

（3）地理的には薬物犯罪多発地点に集中し、手入れおよび一斉検挙といった伝統的な警察

戦術を実施する犯罪多発地点警察活動、（4）地理的に集中しないで、主に法執行資源に依

存する、薬物法執行への標準的で伝統的なアプローチ（たとえば、日常的な予防パトロー

ル、逮捕）である1。 
 
 本報告書では、街路レベル薬物法執行への異なるアプローチを評価し、どれが、薬物問

題および関連犯罪問題を削減するための最も実効的かを見出そうとする。WeisburdとEck
（2004）の法執行の実効性に関する一般的結論が、薬物法執行アプローチに適用した場合

でも適用できるだろうか。本報告書では最初に、街路レベル薬物法市場を根絶するための

さまざまな警察主導アプローチを比較検討する。次に研究方法および採用/除外基準につい

て説明する。その後、メタ分析アプローチを説明し、結果を紹介する。最後に、本研究の

                                                        
1  今回のレビューの対象になった評価研究では、地域社会型警察活動、問題解決型警察活動または犯罪多

発地域警察活動のひとつを、薬物法執行への標準的で非集中的なアプローチとを比較している。Weinburd
とGreen（1995）は例外で、犯罪多発地点警察活動の中で、伝統的法執行戦略のみを用いたものと、問題

解決型警察活動アプローチを用いたものを比較している。 
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政策的含意と制約を検討する。 
 

街路レベル薬物法執行 

 
 1979年に、Gary Cordnerは「警察のパトロール活動は、ふたつの主要な要素を含んでいる。

すなわち、ひとつは受動的活動であり、・・・もうひとつは能動的活動である」と述べた

（1979年、59ページ）。伝統的な受動的警察活動とは一般に、非集中的であって、パトロ

ール警察官を緊急通報に対応させる活動と説明されている。能動的警察活動とは、制約の

ないパトロール中に自発的に実施される警察活動と言われている。能動的警察活動と受動

的警察活動との概念的な差異は、警察が長年にわたって行っている活動の多くを区別する

ための支配的な方法になっている。しかし、1980年代末から1990年代にかけて、警察活動

の「地域社会時代」を迎えると、一連の警察介入を、能動的と受動的とで区別しようとす

る例は減少していった（KellingとMoore, 1988）。2000年までに、米国科学アカデミーの米

国学術研究会議（NRC）は、「警察活動において何が機能し、何が機能しないか」を調査

する専門家委員会を開催した（Skogan, 2004、SkoganとFrydl, 2004年参照）。NRCの討議の

成果の中で、待望されたもののひとつは、犯罪統制への警察のアプローチの新たな概念化

であった（WeisburdとEck, 2004参照）。WeisburdとEck（2004）は、複数の法執行アプロー

チの相対的実効性を叙述的にレビューした際に、２次元からなる類型法を開発した。ひと

つめの次元は、用いられるアプローチの多様性（diversity of approaches）に関するもので、

もうひとつの次元はアプローチの集中（focus of approach）に関するものである（図表1参照）。 
 

 
図表1:  警察活動アプローチの類型（Weisburd and Eck, 2004） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 WeisburdとEck（2004）が示した概念特徴の第一は、非集中的な犯罪統制戦術（すなわち、

累犯者または反復的被害者に集中せずに広い地理的地域を対象とする戦術）から高度に集

中的な戦術（すなわち、犯罪多発地点、累犯者、反復的被害者、警察への反復的緊急通報

者を目標とする戦術）にいたる「集中の度合い（Level of Focus）」である。WeisburdとEck
（2004）の概念モデルにおいて特定された第二の性質は、警察主導の犯罪統制戦術が、非

警察機関との協力関係を築きながら、どの程度広範囲の介入アプローチを伴うかである。 
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 1980年代まで街路レベルの警察業務を支配したのは、「標準モデル」（図表1参照）だっ

た。一般にこのアプローチは、伝統的な法執行慣行に依存しており、緊急通報者への迅速

対応、地域社会の日常的なパトロール、地域警察官の増員といった非集中的戦術を伴う。

WeisburdとEck（2004）は、この一般的で伝統的な警察活動へのアプローチに対して経験的

裏づけはほとんどないと述べている。 
 
 1980年代そして1990年代にかけて、警察活動戦略に革新的な変化が生じ、犯罪多発地点

での経路づけパトロール、地域社会型警察活動と問題解決型警察活動を含め、法執行への

新たなアプローチの進展が見られた。犯罪多発地点での警察活動戦略は、標準モデルと同

じく、主として法執行戦術からなっているが、犯罪多発地点アプローチは、犯罪が高度に

集中している狭い場所（犯罪多発地点）での問題を軽減することに戦略的重点が置かれて

いる。WeisburdとEck（2004）は、法執行についての研究文献をレビューし、犯罪多発地点

での警察活動が犯罪・秩序びん乱問題を軽減する、強力な経験的根拠を持ったアプローチ

だと主張している。 
 
 「地域社会型警察活動」・「問題解決型警察活動」は、犯罪問題を解決するために複数

の政府機関が協力するという流れを、それぞれ同時に戦術に反映させたものである。これ

らの警察活動は、非警察機関とのパートナーシップを伴い、広範囲の介入アプローチを用

いる。図1の縦軸をみると、地域社会型警察活動と問題解決型警察活動は、法執行のみのア

プローチと明白に異なることが分かる。次に、WeisburdとEck（2004）が地域社会型アプロ

ーチと問題解決型アプローチを区別するために導入したのは、集中の度合い（level of focus）
である。一般に地域社会型警察活動では、一定の管轄地域における累犯者、反復的被害者

または地理的犯罪集中度にほとんど注意を払わず、広範囲の複数政府機関によるアプロー

チを用いる。これに対し、問題解決型警察活動では一般に、パートナーシップ・アプロー

チを、ある問題に対して集中的に適用する。適用対象には、問題のある人々（被害者、犯

罪者または緊急通報者）の集中と、問題のある場所（すなわち犯罪多発地点として特定さ

れ、不均衡な数の地域社会問題を生み出す地理的場所）の集中とが含まれる。地域社会型

警察活動の一例には、「雑草抜きと種づけ（Weed and Seed）」プログラムといった地域社

会における警察・市民関係を改善することを目指した介入がある。問題解決型警察活動戦

術は、まず犯罪問題を起こす犯罪誘発要因を注意深く分析し、問題に適合した介入方法を

立案・実施し、その後に、介入が問題を軽減させたか否かを検証するといった評価フィー

ドバック・ループを利用する。問題解決型警察活動は、地理的に集中することが可能であ

り、かつ問題ごとに集中することができ、一般にパートナーシップの創設を伴う。Weisburd
とEck（2004）によると、地域社会型警察活動アプローチは、地域社会における犯罪不安を

軽減することが示されているが、犯罪と秩序びん乱への影響の根拠は、あまり首尾一貫し

ていない。他方、問題解決型警察活動の実効性については、犯罪、秩序びん乱、犯罪不安

の軽減について首尾一貫した実証的裏づけが存在し、かつそれらの裏づけは増加を続けて

いる。 
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目 的 

 
 本研究での、街路レベルの薬物法執行についてのメタ分析レビューは、WeisburdとEck
（2004）が犯罪統制一般への法執行アプローチを説明するために用いた概念モデルを採

用した。本研究では、街路レベルの薬物市場を根絶することに最も実効的な薬物法執行へ

のアプローチの種類を、実証的に決定することを目指している。本研究では、街路レベル

の薬物市場活動へ対する、警察主導の複数のアプローチの効果を評価するため、薬物関連

の指標と、秩序びん乱、対人犯罪、対物犯罪といった関連指標を用いている。 
 

検索の戦略 

 
 筆者らは、複数の主要データベースを、適切に定型化されたキーワードで反復検索する

ことにより、犯罪学と法律、政治と政府、心理学と行動科学、教育と健康などの分野から

関連する研究を抽出した2,3。Griffith University（オーストラリア）から利用可能なデータベ

ースを検索したほか、オーストラリアでアクセスできない研究を入手するため、Rutgers 
Universityの図書館員Phyllis Schultzeが、米国のデータベース（たとえば、米国政府刊行物の

カタログ（CGP）、International Bibliograpy of the Social Sciences、Policy File）をオンライン

検索した。さらに、関連する評価研究を発見するため、オンラインで検索された中から、

薬物法執行に関するメタ分析、システマティック・レビュー、文献レビュー全ての引用文

献リストを手検索した。また、近年刊行された関連文献を発見するため、法執行分野にお

ける主要な刊行物を手検索した。関連する多数のインターネットサイト（たとえば、内務

省, COPS, AIC, BJA, the POP Centre）から関連研究を検索するために、データベース検索で

用いられたのと同一の検索語句（脚注3参照）を用いた。未刊行文献をできるだけ広範囲に

収集するため、Rutgers LibraryのPhyllis Schultzeと協議するとともに、薬物法執行の主要研究

者やポストドクトラル大学院生と接触した。 
 
 検索プロセスは反復的であり、「警察と薬物」といった大まかな検索語句から開始して、

より複雑な検索語句に移っていった。この検索プロセスは、検索の初期段階において多数

のヒットをもたらしたが（ただし、多くの記事は無関係であった）、最も包括的なアプロ

ーチであると見なされた。データベース・シソーラスが利用可能な場合は、これを利用し

て関連した検索語句を追加した。 
                                                        
2 これらのデータベースは、発表・未発表資料および未発表研究を対象としている。多数のデータベース

（Applied Social Science Index and Abstracts（ASSIA）,Acompline（大ロンドン庁）,Planex（IDOX 
plc）,SOLIS（ドイツ）およびInside Web）は、プロジェクトの財政的制約のためにアクセスされなか

った。 
3 キーワードは、薬物、警察活動、法執行、犯罪多発地域、問題解決型警察活動、地域社会型警察活動、

第三者、情報主導、薬物規則、民事救済、ニューサンス軽減、秘密捜査官の薬物購入/捜査活動、おとり

捜査、手入れ、一斉検挙、バイバースト、薬物掃射、工場閉鎖、補給路爆撃、指示パトロール、薬物の

使用/誤用/乱用、薬物自由地帯、予防、ゼロトレランス、取引、街頭レベル市場、公開薬物市場、薬物市

場、不正取引、近隣地域再生、償い通知、栽培根絶/代用品、逮捕照会、転用、警告、供給/需要/危害の

軽減、軽減、乱痴気パーティー、パーティードラッグ、近隣地域強化、近隣地域復興、状況的犯罪予防、

環境設計による犯罪予防。適切な場合、音節省略や綴りの変更が行われた（たとえば、

neighbourhood/neighborhood, revitalisation/revitalization）。 
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選択基準 

 
 今回のメタ分析の対象は、違法薬物使用、薬物取引と薬物取引場所における関連問題の

軽減または予防を目的として、警察が企画・管理した介入、または他機関が企画し警察が

実施した介入とした4。このため、司法・矯正・治療的な介入、もっぱら非警察官（たとえ

ば、税関職員、軍人）によって実施されている薬物取締戦略は除外した。今回のメタ分析

には、少なくとも部分的に違法な薬物（たとえば、ヘロイン、コカイン/クラック、メタン

フェミン、大麻）を目標とした介入を含めた。一方、アルコール飲料、タバコまたは溶剤

といった合法物質の違法な使用または販売（たとえば、「ブラック市場」取引）を目標と

した戦略の評価研究や、処方薬の違法使用または違法取引の評価研究は含めなかった。レ

ビューは、特定の期限に限定しなかった。対象とした研究は、刊行資料、未刊行資料の双

方からなっている（たとえば、雑誌の原著論文、学位論文/博士論文、報告書、書籍、会議

書類）。また、英語以外の言語で書かれた関連研究も入手した5。本プロジェクトの検索段

階で抽出された、方法論的に信用できる研究の件数が限られていたため、メタ分析の対象

は、無作為化統制実験や、実験群・対照群を統計的にマッチさせた研究だけに限定しなか

った。しかし、準実験については、実験群と対照群に対して事前・事後の測定を行うこと

を条件とした。 
 
 今回の検索方法によって合計167件の研究が抽出された。この中で筆者らは、132件の個

別介入を取り扱った155件の研究を入手することができた6。これらのうち、筆者らは街路レ

ベル薬物法執行のメタ分析レビューの条件に合致したのは14件だけだった。すなわち、対

象条件として以下の条件を満たす研究のみを分析対象とした。（a）街路レベルでの薬物問

題を目標としていること（対物犯罪、対人犯罪を対象にした法執行介入は除外した。また、

警察が介入した薬物問題でも、卸売り、製造または輸入段階での問題を目標とした介入は

除外した）、（b）警察主導の介入であること（税関または治療提供者によって主導された

介入は除外した）、（c）個人による薬物使用の自己報告でなく、場所単位での通報件数や

犯罪認知件数の変化を結果変数として利用していること（すなわち、逮捕照会プログラム

の評価研究は除外した）、（d）対照群つきの事前・事後デザインを採用していること、（e）
効果量の計算のために十分なデータを含んでいること7。 

                                                        
4 本研究では、警察主導の学校での薬物教育（たとえば、DAREプログラム）は含めないこととした。これ

らのプログラムのレビューに関しては、Soole, Mazerolle , Rombouts（2005）参照。また、逮捕照会といっ

た個人を対象とした警察介入も含めなかった。この決定は、人を中心にした介入の背景、状況および結

果評価は、場所（地域社会または犯罪多発地点）を目標とする法執行の取り組みとかなり異なっている

ことを勘案したものだった。 
5 世界の他の地域からのデータを含めようと試みたが、結果的に、米国での研究に偏ることとなった。こ

の偏りは、他地域における、法執行の評価研究に対する研究投資に比較して、米国では（実験群および

対照群の導入など）高品質の法執行評価に対する研究投資が極めて多いことを反映していると筆者らは

考えている。 
6 筆者らは、Mazerolle, Soole,Rombouts（後述）で検索された132件の研究の全集団の叙述的レビューを実施

した。132件の研究の出典は、Mazerolle, SooleとRombouts（2005）に含まれている。 
7  メタ分析に利用されたのは14の評価研究だったが、Sviridoffら（1992）では２つの介入－対照の比較を行って

おり、介入－対照の合計は15になった。 
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研究のコード化の特徴 

 各研究についてデザイン、サンプル、背景および介入項目がコーディングされたほか、

主な研究結果の概要、研究の限界、考察もコード化された。2名の研究助手が検索を行い、

研究を入手し、かつ別々に研究をコーディングした。メタ分析に含む含まないの決定は、

論文の要約を注意深く検討することで行われた。決定するために十分な情報が要約で入手

できなかった場合には、本文を入手した。２人の研究助手の間で、メタ分析に含む含まな

いの決定に矛盾が生じた場合には、2人の研究者は互いに相談するともに、またプロジェク

ト・リーダーと協議した。 
 
 付表Aは、今回のメタ分析に含めた評価の研究デザインの概略を述べている。4件の研究

は、犯罪多発地点警察活動介入を、5件は問題解決型警察活動を、そして5件は地域社会型

警察活動を、それぞれ評価している。今回含めた研究は、技術報告書（42.9％）または審査

つきの雑誌論文（42.9％）であった。メタ分析レビューに含められたすべての研究は、先に

述べられた基準に忠実に従い、対照群つきの事前・事後比較デザインを採用していた。

WeisburdとGreen（1995）の評価研究を除くすべてで、対照群に対して、日常的パトロール、

見回り、逮捕などの警察活動の標準的な非集中モデルが実施されていた。これに対して、

WeisburdとGreen（1995）では、伝統的な法執行アプローチ（たとえば、経路づパトロール）

を用いた犯罪多発地点警察活動と、街路レベルの薬物市場を地理的対象とし、SARA（精査・

分析・対処・評価）アプローチを適用した問題解決型警察活動とを比較したものだった。

研究の4分の1弱（n＝3; 21.4％）は、薬物市場を実験・対照群に無作為に割り当て、同数3
件の研究（21.4％）は、対照群を選択する際に統計的マッチングを用いた8。研究の大多数

（n＝9; 64.3％）は、介入開始後12ヶ月から23ヶ月の間に事後測定を実施した9。5件の研究

（35.7％）は、実施日から1年以内に事後評価を受けた。5件の研究は、公式的な事後測定の

フォローアップ期間中に介入が実施された。興味深いのは、事後評価期間が１年以内の短

期だった5研究中4研究では、介入期間も3ヶ月から6ヶ月といった短期だった。最後に、多

くの研究（85.8％）では、事前測定期間と事後測定期間の長さは等しかった10。 

 
データ分析 

 
メタ分析アプローチ 

 メタ分析手法は、同一の結果変数を用いた広範囲の研究結果を統合することで、ある介

                                                        
8  Giacomazzi（1995）では、規模、人口、土地利用について、実験場所と実験場所をマッチングした。対

照場所は主要な交通ターミナル、古い住宅街の集中度合、人口移動、酒場やバー、ソーシャルサービス

プログラム数といった特性が一致するように選定した。両者では、住居侵入窃盗と強姦の事前発生率は

同一だったが、薬物逮捕と強盗では、対象場所の事前発生率の方が低かった。 
9  今回対象とした評価研究は1件を除いて、フォローアップ期間は12ヶ月だった。3件の研究は、12ヶ月の

フォローアップ期間に加えて、24ヶ月のフォローアップ期間も設けていた。 
10 非同等の事後・事後評価期間を伴った2件の研究は両方とも、事後評価期間の方が長かった。したがって、

どちらかといえばプログラムの実効性を過小評価された可能性がある。この2件を含んだ分析と含まない

分析を実施した。両分析間には統計上の差異はないため、これらの研究を含んでも、研究結果に悪影響

を与えたとは考えられない。 



訳 島 田 貴 仁（科学警察研究所） 

 10

入が機能するか否かを評価するものである。本研究では、メタ分析アプローチを用いて一

連の評価研究から効果量を計算し、オッズ比（次項参照）を共通の比較基準として複数の

研究結果を比較した（LipseyとWilson, 2001年参照）。筆者らのメタ分析は、多種の街路レ

ベル薬物法執行戦略が、多種の結果変数に与える影響を検討している。最初に、研究は警

察活動アプローチに基づく3つのカテゴリー、すなわち（a）犯罪多発地点警察活動（たとえ

ば、一斉検挙、手入れ、おとり捜査作戦）、（b）問題解決型警察活動（たとえば、薬物迷

惑行為の軽減、民事救済）または（c）地域社会型警察活動（たとえば、雑草抜きと種植え

プログラム）に分類された。WeisburdとEck（2004）の第4の警察活動カテゴリー－標準モデ

ル－は、対照群と含めた11（WeisburdとGreen（1995）は、犯罪多発地点への警察活動に対

して問題解決型警察活動アプローチを用いた事例と、伝統的執行を用いた事例とを比較し

ており、例外として扱った）。 
 
 本研究での分析は、各種の介入が、犯罪発生率および緊急通報に与える効果12,13を検討する

ことで、各種のアプローチが薬物法執行に与える影響を測ろうとした。犯罪発生率、緊急通

報の結果変数は、（a）薬物関連、（b）秩序びん乱関連、（c）対人犯罪や関連事案14（d）対

物財産や関連事案に分類された15。１つの研究から２つ以上の効果量が得られた場合は、結果

変数の各カテゴリーについて別々にメタ分析が行われた。 
 
 先行研究（Wilson, Gottfredson, Najaka, 2001参照）では、複数の実験群－対照群の組み合わ

せから単一の効果量を得るよりは、個別の実験群の独立の仮定を緩めて共通の対照群を共有

できるようにすることでより多くの情報を得ることができることを、統計的依存関係のモデ

ル化を通して明らかにした。標準的なメタ分析では、各研究が独立の仮定に背かないように

するために、各研究は1回のメタ分析で1つの効果量のみにしか使うことはできないが、薬物

法執行分野では高品質の評価研究が不足していることを考慮し、今回のメタ分析では、実験

群－対照群の組み合わせを分析単位とした16（LipseyとWilson, 2001）。 
 
介入効果の計算 

                                                        
11 今回のメタ分析で、対照群に対して標準モデルによる介入を実施したことにより、統制地域でも何らか

の影響がみられる可能性がある。このため、今回のメタ分析は、薬物市場活動を根絶する警察主導の介

入を実施した場合と、何もしなかった場合とを比較するものではなく、むしろ警察活動の種類による違

いを検討しようとするものである。 
12 逮捕率を結果変数とするには曖昧な点があるため、本研究では使用しなかった。逮捕を増やすことを目

的に展開する介入もあるが、逮捕を減らすことを目指した介入もある。また別の介入は、逮捕率を最初

に高めてから、逮捕率が低下させることを目標としている。 
13 今回のメタ分析において、犯罪発生や緊急通報の減少は介入成功であると一律に規定した。しかし、こ

れを疑問視する向きもあり（Mazerolleら、2000年参照）、「どの方向変化がプログラム成功の指標であ

るかを決定するかが問題である」と指摘されている（Giacomazi,1995、279ページ）。 
14 対人犯罪は、暴力犯罪（たとえば、暴行、強盗、殺人等）と性犯罪（たとえば、強姦、強姦未遂、性的

暴力等）を含んでいる。 
15 各評価研究の個々の効果量を合成した場合があった（たとえば、暴行、強盗および性犯罪の効果量を合

成して、対人犯罪の効果量とした）。 
16 1研究（Sviridoffら、1992）は例外である。この研究は2つの個別の警察管轄区域における介入効果（TET）
を、1つの対照群と比較していた。これらの2つの介入－比較対照は共通の対照群を共有したが、介入群

は独立していた。 
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 今回、筆者らの検索で抽出された評価研究の多くでは、介入群と対照群の双方に対して、

事前・事後の２期間の事案データを報告している。したがって、今回のメタ分析では、オ

ッズ比効果量を効果量として選定した17。ただし、今回のメタ分析におけるオッズ比の適用

は、非典型的であることに留意すべきである。一般的にオッズ比は、介入群と対照群につ

いて、介入実施の結果として生じる独立事象を結果変数として、相対オッズ比の変化を比

較するものである。（たとえば、事象の可能性と非事象の可能性）（LipseyとWilson, 2001）。
これに対し、本研究では、オッズ比を、実験群と対照群それぞれにおける、結果変数（た

とえば、犯罪または緊急通報）の介入前に対する介入後の割合を、実験群と対照群とで比

較したものである。したがって、オッズ比は、次の計算式を用いて計算されている。 
  

              
  
 上式において、 fは介入前と介入後における実験群または対照群（それぞれ、下付

文字eとcによって示される）での件数を示す。 
 オッズ比は1に基準化され、ゼロと1の間の数値は負の介入効果を示している。1は介入の

影響がないことを示し、また1より大きい数値は正の介入効果を示している18（Lipseyと
Wilson, 2001）。 
 

 一般に、オッズ比の95％の信頼区間が1を含んでいない場合、その介入効果は5%水準で統

計的に有意である。しかし、筆者らの非典型的オッズ比が独立の推定に背く（すなわち、

各群について前後比較している）という事実により、オッズ比の標準誤差の計算式を信頼

して適用することはできない。すなわち、データがポアソン分布に従うと確定的に主張し

えないため、信頼区間や有意性検定のp値も正確でない可能性がある。Campbell Collaboration
の「メソッド・エディター」と本報告書のレビューアー（David Wilson, 個人通信、2007年3
月9日）の助言に基づいて、筆者らは、有意性検定に関する結果の解釈を重視しないことに

決定した。その代わり、筆者らは得られた効果量を判断するために「オッズ比ベンチマー

ク」を定めた。これは、今回メタ分析に含められる研究から得られた典型的なサンプル・

サイズを使用した一連のシミュレーションを実施して決定された。これらのシミュレーシ

ョンは、対照群での行動を統制した場合に、オッズ比効果量が1.15を超えると、「実用的に」

有意だといってよいことを示した19。このため、筆者らが得たオッズ比効果量は、上記のベ

                                                        
17 標準化平均差効果量（d）は、法執行分野での評価研究が標準化得点（標準偏差または標準誤差等）－d

の計算に必要な情報－を報告しない傾向があることを考慮して、利用しなかった。さらに、LipseyとWilson
（2001）によると、dをオッズ比に変換しても一般的に信頼性に欠ける。このためdが計算できる可能性

があるが、オッズ比は計算していないと思われる研究は除外した。この条件で除外された研究はごくわ

ずかであり、これらの研究は介入前のデータや対照群を持っていなかったため、いずれにしても除外さ

れたと思われる。 
18 正のオッズ比は、次の方法を含むさまざまな場合に発生する。すなわち、（a）結果変数が、実験群で望

ましい方向に、対照群で望ましくない場合に変化した場合、（b）両者とも望ましい方向へ変化したが、

実験群での変化が対照群での変化よりも大きい場合、（c）両者とも望ましくない方向に変化したが、実

験群での変化は対照群の変化ほどには大きくない場合、である。負の効果の場合、この逆である。 
19 筆者らのフォレスト・プロットにおいて、筆者らは得られた効果量のそれぞれについて信頼区間を示し
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ンチマークと比較することでその有意性を検討した。 
 
ランダム効果モデル 

 本件メタ分析は、ランダム効果モデルを使用して行われた。固定効果モデルでは分散の

計算に研究内分散のみが使用されるが、ランダム効果モデルでは、研究間分散と研究内分

散の両方が使用される。研究間分散が存在しない場合、固定効果モデルとランダム効果モ

デルによる計算結果は同一である。今回、多くの理由によりランダム効果モデルを選択し

た。第一に、ランダム効果モデルは、分散をより控えめな推定し、介入効果を過大評価す

る可能性を軽減する。ランダム効果モデルによって計算した信頼区間は一般的に、より広

範であり、したがって、結果として得られた有意確率も有意になる可能性は少ない。第二

に、研究間の差異はランダムであることが仮定され、固定効果モデルでは分散を過小評価

する一方、介入効果を過大評価してしまう危険がある。最後に、最近の研究（Song, Sheldon, 
Sutton, AbramsとJones, 2001）の場合のように、メタ分析に利用できる効果量を持つ研究が

少ない場合、固定効果モデルは信頼できるとはいえないからである。 
 

                                                                                                                                                                   
ているが、これらの信頼区間は正確でない可能性がある旨注意すべきである。 
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調整変数分析 

 薬物法執行介入が結果変数に与える影響に調整するとみられる変数の効果を検討するた

め、分散分析の類似法（LipseyとWilson, 2001年参照）が用いられた。このアプローチでは、

ひとつの所与の調整変数について、異なるカテゴリー水準間で、効果量の分布を比較する

ものである。このため、調整変数の分析によって、得られた効果量に影響を与えた可能性

のある変数を、より系統的に評価することが可能となった。とりわけ興味深いのは、警察

活動アプローチの効果であった。すなわち、筆者らの主な疑問は、犯罪多発地点での警察

活動、地域社会型警察活動、問題解決型警察活動という警察活動の質的差異が、薬物・犯

罪・秩序びん乱の結果変数に対して差異のある影響を与えたか否かであった。今回検討し

た調整変数には、このほかに介入実施年20、出版物タイプ21、研究設計22、フォローアップ

期間の長さ23および方法の厳密度が含まれる。 
 
方法的厳密度 

 筆者らは、対象となった研究の方法的厳密度を、研究デザイン（たとえば、ランダム割

付、統計的マッチング、非等質な準実験）に基づいてコード化した上で、事前・事後の評

価期間が異なるなどの「欠陥」を考慮に入れた。今回の、方法的厳密度の等級は、意識低

下状態で運転した犯罪者の処遇更生に関するHealth Canada（2004）のレビューでのものを導

入した（次を参照）。 
 

等級 特性 

5 ランダム化実験デザイン（介入前に対照群と比較可能） 
4 ランダム化実験デザイン（介入前に群間で有意差あり） 
3 マッチングによる準実験デザイン（介入前に対照群と比較可能） 
2 マッチングによる準実験デザイン（介入前に群間で有意差あり） 
1 同等でない比較による準実験デザイン（介入前に対照群と比較可能） 
0 同等でない比較による準実験デザイン（介入前に対照群と比較可能） 

 
 すべての研究は、上記の基準にしたがって５点満点で格付けされた。その後、介入が対

象地区での介入が実施されている間に事後測定が行われた、介入後期間が介入前期間より

も長く、介入の影響の過小評価をもたらした、といった方法的欠陥が評価された。これら

の方法的欠陥1個について得点から0.5ポイントを差し引いた。その結果、最終的な厳密度ス

コアは、-1点から5点までの0.5点刻みとなった。5点が最高品質であり、-1点が最低品質であ

る。 

                                                        
20 介入実施年とは、介入を開始した年であり、（a）1990年以前、（b）1990～1994、または（c）1995～1999
年、とコード化した。今回の評価対象のうち、2000年以降に介入を開始したものはなかった。 

21 出版物タイプは、（a）査読つき学術雑誌記事、と（b）それ以外に分類した。(b)には報告書6件、著書1
件、博士論文1件が含まれている。 

22 研究デザインは、（a）ランダム割付、（b）マッチングによる比較、（c）非同等群の比較の、3カテゴ

リーに分けられた。 
23 フォローアップ期間の長さは、（a）短期（1年未満）と（b）長期（1年～23ヶ月）の2カテゴリーに分け

られた。 
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 表1は、方法論的品質の格付け結果を要約したものである。 
 
表1： メタ分析に含められた研究の方法論的品質の格付けの順位 

研究 品質等級 

ShermanとRogan（1995） 5 

WeisburdとGreen（1995） 5 

Mazerolle, PriceとRoehl（2000） 5 

Fritsch, CaetiとTaylor（1999） 3 

Higgins とColdren（2000） 2 

Giacomazzi（1995） 2 

ClarkeとBichler-Robertson（1998） 1 

HarrisとO’Connell（1994） 1 

Sviridoff, Sadd, CurtisとGrinc（1992） 1 

McElroy, CosgroveとSadd（1990） 1 

Smith（2001） 0.5 

CFPC（1999） 0 

Koper（1993） 0 

Green（1996） －0.5 

 
 表1から分かるように、方法論的品質の最高点を受けたのは14件の研究のうちわずか3件
であり、大多数の研究は2以下の等級を受けた。これは、今回の評価研究の研究品質が一般

に低いことを示している。 
 
 オッズ比効果量と95％信頼区間を計算するため、また、分散分析の近似法を実施するた

めに、コンピューター・プログラム「汎用メタ分析－バージョン1.0.25」が使用された。 
 

主な結果 

 
対象研究のあらまし 

犯罪多発地点警察活動 

 4つの評価研究がメタ分析に投入された。これらの研究は、薬物犯罪の多発地点に対して

警察が介入することで、街路レベル薬物市場活動を根絶させようとした取り組みを評価し

たものである。カンザスシティーでは、警察の特殊部隊は、クラック密売の疑いのある建

物を急襲して、施設を確保・捜索し、関係者を拘束し、薬物、武器および盗品といった不

法物品を押収した。急襲は、抑止力として機能させるために、意図的に大掛かりに行われ、

かつ周囲の住民にはっきりと見えるように行われた（ShermanとRogan, 1995）。同様に、バ

ージニア州リッチモンドにおけるOperation Blitz to Bloomは、特に薬物犯罪と秩序びん乱の

割合が高い地域に集中して警察が手入れを行った（Smith, 2001）。ニューヨーク市の麻薬捜

査チーム（TNT）が、街路レベルでの薬物活動を削減するために当初はおとり捜査作戦を実
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施した後に街頭取締を実施した取り組みを、Sviridoff, Sadd, CurtisとGrinc（1992）らが評価

した。４つ目は、Fritschとその同僚（1999）らによる、テキサス州ダラスでのギャング取締

りの評価研究であり、集中パトロール、大々的な夜間外出禁止、無断欠席取締、薬物取引

が多い場所でのおとり捜査作戦、令状発行の奨励によって、街路レベル薬物活動の削減を

目指したものだった。これら、犯罪多発地点での活動を評価した研究の、方法論的品質の

格付けは0.5点から5点まで分かれていた（M=2.38）。 
 
地域社会型警察活動 

 街路レベル薬物市場活動を目標とした地域社会型警察活動の評価研究は合計5件あり、今

回のメタ分析には十分なデータだった。分類の結果「地域社会型警察活動」とされた介入

はすべて、地域社会内の警察とパートナーシップ間における協力を重要視し、（薬物犯罪

多発地点でなく）広範な近隣地域レベルにおける薬物法執行の取り組みに重点を置いた。

地域社会型警察活動は、警察と市民との関係改善、近隣地域での団結の構築、市民との接

触頻度の向上による信頼と調和的関係の構築を目的とした。多くのプログラムでは、薬物

法執行活動を発展させ、奨励しかつ維持するために、警察以外のサービス事業者や地域社

会のメンバーとのパートナーシップが構築された。今回のメタ分析レビューでは、メリー

ランド州の2ヶ所の近隣地域で実施された地域社会型警察活動および薬物予防介入である

Maryland Project（Koper, 1993年参照）、Des Moines Weed and Seed program（Child and Family 
Policy Center, 1999）、デラウェア州ウィルミントンでのEastside Substance Abuse Awareness 
Program（HarrisとO’Connell, 1994）、ワシントン州スポーカンでのProject ROAR（Reclaiming 
Our Area Residences）（Giacomazzi, 1995）、ニューヨーク市のCommunity Patrol Officer 
Program（CPOP）（McElroy, CosgroveとSadd, 1990）を対象とした。地域社会型警察活動研

究は、方法論的品質の格付けは最低であり、0点から2点までだった（M=0.8）。 
 
問題解決型警察活動 

 今回のメタ分析の対象になった問題解決型警察活動の評価研究は5件だった。これらのプ

ログラムは、警察が、複数地点での薬物問題や関連する迷惑行為（たとえば、街角や公園

における粗野な行為、秩序びん乱行為、暴力、犯罪の恐れ）の特徴を分析し、複数機関が

協力（たとえば、規制当局者と地域社会メンバーとの第三者パートナーシップ）すること

を特徴としている。今回のメタ分析レビューの対象となった問題解決型警察活動は、すべ

て、地理的に薬物犯罪の多発地点に焦点をあてたものだった。ジャージーシティのDrug 
Markets Experiment（WeisburdとGreen, 1995年参照）は、国立司法研究所によって資金提供

されたDrug Market Analysis Programに参加した5都市の1つである。ジャージーシティの薬物

法執行介入では、カスタマイズされた地理情報システム（GIS）を利用して薬物市場がシス

テマティックに特定された。この介入では、最初に、警察が市の検査官、企業、市民と連

携して、問題箇所の閉鎖を試み、続いて薬物犯罪多発地点で手入れと集中パトロールが行

われた。閉鎖や手入れに続いて「犯罪取締の利益を維持する」ための試みが行われた。 
 
 同じく今回のレビュー対象になった、オークランドのBeat Health ProgramはSpecialised 
Multi-Agency Response Teams（SMART）を活用した薬物法執行への問題解決型警察活動ア
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プローチの一例である。Beat Healthの介入では、緊急通報が反復的に発生する場所のシステ

マティックな特定、問題場所の住民・企業との協力関係の構築、問題場所の改善提案（た

とえば、出入り管理の改善、荒廃や秩序びん乱の改善、火災・安全その他の条例について

市機関との接触）といった試みを警察官が実施した。Beat Health Programの大きな特徴であ

るSMARTは、市検査官といった「第三者」と密接に協力し、対象地点の物理的環境浄化（た

とえば、空きビルを板で囲う、害虫の除去、ごみの片付け）を実施するとともに、必要な

場合には条例違反警告を発する、というものだった（Green, 1996年、Mazerolle, Roehlと
Kadleck, 1998年、Mazerolle, PriceとRoehl, 2000年参照）。 
 
 問題解決型警察活動の評価研究には、このほかにも、サンディエゴの薬物迷惑行為削減

プログラム（ClarkeとBichler-Robertson, 1998）や、スラムの家主に物件を清掃するよう圧力

をかけたシカゴ市のMunicipal Drug and Gang Enforcement （MDGE）program（Higginsと
Coldren, 2000）がある。警察は、逮捕する旨を警告し、防火や建築条例違反を摘発する検査

官を組織し、また、州法を利用して清掃されない物件を除去した。問題解決型警察活動を

対象とした評価研究のうち2件は、方法論的品質の格付けで5点を獲得した。問題解決型警

察活動研究の平均品質等級は2.5であった。 
 
 本研究は、メタ分析手法を用いて、薬物法執行への標準アプローチと比較した場合の犯

罪多発地点警察活動、地域社会型警察活動、問題解決型警察活動の相対的有効性を体系的

に検討することを目指している。本研究では、これらのリサーチクエスチョンに答えるた

め、入手可能の範囲内で最高の方法論的品質を持つ研究を利用した。 
 
メタ分析結果 

 薬物犯罪、暴力犯罪、財産犯罪、秩序びん乱それぞれに対する認知件数と緊急通報件数、

また、認知件数総数と緊急通報総数、合計10種類の分析が実施された。ここでは、薬物犯

罪・それ以外の犯罪・秩序びん乱などの結果変巣に対して、薬物問題への法執行介入全体

が与える効果と、各警察活動アプローチが与える効果とを示した。一連の表では、研究名、

警察活動アプローチの種類、効果量や信頼区間の上限・下限を表すフォレスト・プロット

を示している。 
 
 先に議論した通り、本研究では、個別の効果量や平均の効果量の有意性検定結果に検討

の重点は置いていない。むしろ筆者らは、これらの効果量を1.15のオッズ比ベンチマークと

比較することで評価しようとしている（上記を参照）。本研究での重点は、評価結果の実

際的有意性に置かれ、効果量が1.15を超えた場合に有効な影響であると考え、1.15未満の場

合には実際的な利益があるとは考えない。 
 
 最初のメタ分析では、薬物犯罪に与える介入の効果を調べた。表2に示すように、薬物犯

罪に対する法執行介入の全体的効果は、筆者らのベンチマークを超えている（OR=1.53）。

3つの研究の間に顕著な異質性が存在した（Q=45.95, df=2, p＜.0001）。問題解決型警察活動

介入と地域社会型警察活動介入の両方（厳密度はそれぞれ、2点と0点）は、薬物犯罪に対
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して正の影響を示した（それぞれ、OP=2.44とOR=1.85）が、犯罪多発地点警察活動介入（厳

密度等級は3）は、負の介入効果（OR=0.87）だった。 
 
表2： 薬物犯罪に与える薬物法執行介入の影響のメタ分析結果（警察活動アプローチ別） 
 

 
 
 薬物法執行が薬物関連の緊急通報へ与える効果を評価した研究は4つ存在した（表3参照）。

結果は、全体として正の影響を示している（OR=1.33）。ここでも各研究は、きわめて異質

的であった（Q=29.73, df=4, p＜.0001）。問題解決型警察活動（厳密度得点は5点、5点、0.5
点）は、薬物関連の緊急通報に対してかなりの影響を与えることが分かった（全体のOR=1.33、
または厳密度得点が5点の2研究ではOR=1.49）。しかし、地域社会型警察活動アプローチ（厳

密度得点は1）は、今回のベンチマーク（OR=1.10）を下回った結果となり、望ましい効果

は示さなかった24。 
 
表3： 薬物関連緊急通報に与える薬物法執行介入の影響のメタ分析結果 

（警察活動アプローチ別） 
 

 

 
 

                                                        
24 犯罪多発地点警察活動介入を評価した研究は、このメタ分析に含められなかった。 

警察活動 
アプローチ 著者 介入 統制 効果 下限 上限

有意 
確率 

犯罪多発地点型 

問題解決型 

全体 

地域社会型 
地域社会型(1) 

問題解決型 
問題解決型 
問題解決型 
問題解決型(3) 

全体(4) 

地域社会型 

警察活動 
アプローチ 著者 介入 統制 効果 下限 上限

有意 
確率 
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表4が示しているように、対人犯罪については、警察活動全体（OR=1.06）でも、あるい

は犯罪多発地点警察活動（OR=1.06, 厳密度得点は1点、5点、3点）、地域社会型警察活動

（OR=1.06, 厳密度得点は1点, 2点、0点）、問題解決型介入評価（OR=1.14, 厳密度得点は2
点）の個別類型についても、実質的な効果はなかった。ただし、犯罪多発地点警察活動を

調べた2つの研究では、筆者らのベンチマークを超えたオッズ比を示しており、薬物犯罪の

多発地点を対象にした警察の取り組みは、対人犯罪（たとえば暴行、強盗等）に関して軽

微であるが、望ましい影響を示している。 
 
表4： 対人犯罪に与える薬物法執行介入の影響のメタ分析結果 

（警察活動アプローチ別） 
 

 

 
表5では、介入全体でみた場合、対人犯罪に関する緊急通報に対して実質的な影響を与えな

いことが示された（OR=0.97）。街路レベル薬物市場の削減を目標とした問題解決型警察活

動による介入は、全体でみた場合には、乱闘と強盗といった事件に関する緊急通報に対し

て正の影響を示さなかった（OR=0.97, 厳密度得点はともに5）。しかし、犯罪多発地点に対

する警察活動の評価研究では、この結果変数に対して正の影響を与えていた（OR=1.19,厳密

度は5）25（表5参照）。 
 

表5： 対人犯罪関連の緊急通報に与える薬物法執行介入の影響の 
メタ分析結果（警察活動アプローチ別） 

 

 

 
 

                                                        
25 地域社会型警察活動介入を評価する研究は、このメタ分析に含まれていない。 
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地域社会型 
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問題解決型 
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有意 
確率 

警察活動 
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問題解決型 
問題解決型 
問題解決型(2) 

全体(3) 

警察活動 
アプローチ 著者 介入 統制 効果 下限 上限

有意 
確率 
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財産犯罪に対する薬物法執行介入の効果をみた評価研究合計7つ存在する（表6参照）。街

路レベル薬物市場を対象とした薬物法執行介入では、財産犯罪には望ましい影響は与えら

れないようである（OR=1.02）。犯罪多発地点警察活動の効果は望ましくない結果（OR=1.00, 
厳密度得点は1, 5と3）であり、また地域社会型警察活動も、正の影響は持っていないこと

が明らかになった（OR=1.02, 厳密度は1点と2点）が、問題解決型アプローチを実施した一

研究ではベンチマークを超え（OR=1.20, 厳密度は2点）、財産犯罪に対して良好な結果をも

たらすことが明らかになった。犯罪多発地点への警察活動の評価研究間ではかなりの異質

性があり（Q=8.71, df=3, p＜.05）、財産犯罪に対する実効性にばらつきがあることを示唆し

ている。 
 
表6： 財産犯罪に与える薬物法執行介入の影響のメタ分析結果（警察活動アプローチ別） 
 

 

 
 表7は、介入全体で見た場合、財産犯罪関連の緊急通報に対して望ましい効果は見られな

いことを示しており（OR=0.94）、また問題解決型警察活動介入についても正の影響は見ら

れなかった（OR=0.92、ともに厳密度は5点）。ただし、1件の犯罪多発地点への警察活動で

の評価では、筆者らのベンチマークを超えたことが明らかになった（OR=1.23、厳密度は5
点）26。 

 
表7： 財産犯罪関連緊急通報に与える薬物法執行介入の影響のメタ分析結果 

（警察活動アプローチ別） 
 

 
 
 秩序びん乱に与える薬物法執行の影響を評価した研究は2つだけであり（表8参照）、

ともにベンチマークを超えた（OR=1.18）。2つの研究の間に顕著な異質性があった（Q=8.2, 
df=1, p＜.01）。地域社会型警察活動は、正の効果をもたらしたが（OR=1.36、厳密度得点は

                                                        
26 地域社会型警察活動介入を評価する研究は、このメタ分析に含まれていない。 

地域社会型 
地域社会型(2) 
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犯罪多発地点 
犯罪多発地域(4) 

問題解決型 
問題解決型(1) 
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警察活動 
アプローチ 著者 介入 統制 効果 下限 上限

有意 
確率 
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犯罪多発地域(1) 
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問題解決型 
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0）、犯罪多発地点警察活動アプローチは正の効果をもたらさなかった（OR=1.05、厳密度

得点は3）27。 
 
表8： 秩序びん乱罪に与える薬物法執行介入の影響のメタ分析結果（警察活動アプローチ

別） 
 

  
 
 得られたオッズ比とベンチマークとを比較したところ、薬物法執行は総じて秩序びん乱

関連の緊急通報に対して効果がないことが分かった（OR=1.05）（表9参照）。問題解決型

警察活動の評価2件についても、秩序びん乱の緊急通報に対して望ましい影響を示さず

（OR=1.05、厳密度はともに5点）、また犯罪多発地点警察活動介入を評価した1件の研究で

も今回のオッズ比ベンチマークには達しなかった（OR=1.05、厳密度は5点）28。 
 
表9： 秩序びん乱罪関連緊急通報に与える薬物法執行介入の影響のメタ分析結果 

（警察活動アプローチ別） 
 

  

 
表10は、全般の犯罪発生に対して、薬物法執行では総じて正の効果は見られないことを示

している（OR=1.09）。5つの研究の間に著しい異質性が見られた（Q=21.78, df=4, p＜.001）。
地域社会型警察活動アプローチは、全体では実質的な効果は見られなかったが（OR=1.12、
厳密度は0点、 0点、2点）、個別にみると1件で正の影響が見られた（OR=1.19、厳密度は0
点）、犯罪多発地点への警察活動を組み合わせると、実質的な効果は見られなかったが

（OR=1.04、厳密度は5点と3点）、個別にみると1件で正の影響が見られた（OR=1.18、厳密

度は5点）29。 
 

                                                        
27 問題解決型警察活動介入を評価する研究は、このメタ分析に含まれていない。 
28 地域社会型警察活動介入を評価する研究は、このメタ分析に含まれていない。 
29 問題解決型警察活動介入を評価する研究は、このメタ分析に含まれていない。 
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表10： 犯罪発生全般に与える薬物法執行介入の影響のメタ分析結果（警察活動アプローチ

別） 
 

  

 

 緊急通報全体に対する薬物法執行介入の影響は、若干プラスであった。3種の警察活動で

は正の影響が見られ（OR=1.18）、問題解決型警察活動でも正の影響があったが（OR=1.81、
厳密度は5点, 5点、1点）、１件の地域社会型警察活動では、ベンチマークを超えなかった

（OR=1.02、厳密度は1点）。犯罪多発地点への警察活動では実質的な効果は見られなかっ

た（OR=1.04、厳密度は0.5点と5点）（表11参照）。また、研究全体（Q=143.89 df=5, p＜.0001）
と、問題解決型警察活動（Q=131.61, df=2, p＜.0001）で、個別研究間に有意な異質性が見ら

れた。 
 
表11： 合計緊急通報に与える薬物法執行介入の影響のメタ分析結果 

（警察活動アプローチ別） 
 

 

 

調整変数分析結果 

 今回のメタ分析において興味深いのは、各種の警察活動アプローチと、各種の結果変数

との間に存在する調整変数の影響だった。薬物関連犯罪に関して、各警察活動に１件の評

価研究しか含めることはできなかったが、介入タイプによる相違が見られた。地域社会型

警察活動（M=1.85）と、問題解決型警察活動介入（M=2.44）は、犯罪多発地点への警察活

動（M=0.87）よりも良好な結果を生む傾向があった。薬物関連犯罪を結果変数とした場合、

地域社会型警察活動と問題解決型警察活動とでは差異は見られなかった。一方、薬物関連

の緊急通報を結果変数とした場合、問題解決型警察活動の評価研究3件（M=1.08）は、地域

社会型警察活動の評価研究1件（M=1.02）より効果的だった。 
 
 緊急通報全体に関して、問題解決型警察活動アプローチ（M=1.08）は、地域社会型警察

活動アプローチ（M=1.02）よりも効果的だった。ただし、問題解決型アプローチと犯罪多
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発地点アプローチとの間、地域社会型アプローチと犯罪多発地点アプローチとの間に差異

は見られなかった。今回、秩序びん乱犯罪、犯罪全体を結果変数とした問題解決型警察活

動の評価研究は見られなかった。このため、これらの２種類の結果変数に影響する警察活

動アプローチの分析は、地域社会型警察活動と犯罪多発地点での警察活動のみを対象とす

る。ともに、地域社会型警察活動は犯罪多発地点での警察活動よりプラスの効果を生んだ。

対人犯罪と対物犯罪の発生件数、秩序びん乱・対人犯罪・対物犯罪に関する緊急通報につ

いて差異は見られなかった。 
 
 研究デザインの種類によっては、観察された効果間に差異が生じた。同等でない群の比

較デザインは、薬物犯罪（M=1.89）、秩序びん乱犯罪（M=1.36）、犯罪全体（M=1.19）に

対して、ランダム割付またはマッチングによる比較を用いたデザインに比べて、大きな影

響をもたらした。ランダム割付デザインでは、薬物関連の緊急通報に対してより大きな効

果が見られていた（M=1.48）。同様に、場所をマッチングした比較デザインは、緊急通報

全体の研究に対してよりプラスの効果を生んだ（M=6.57）。方法論的品質が高い（厳密度

得点が3.5点から5点までの）研究は、薬物関連の緊急通報についてのみ大きな効果量を生ん

だ（M=1.48）。ただし、低い方法論的品質（厳密度得点が－0.5点から1点までの）研究は、

薬物犯罪（M=1.85）、秩序びん乱犯罪（M=1.36）、犯罪全体（M=1.19）、緊急通報合計（M=1.02）
に対して大きな効果量を生んだ。中程度の方法論的品質（厳密度得点が1.5点から3点までの

間）の研究は、合計緊急通報のみにおいて大きな効果量を生んだ（M=6.57）。 
 
 フォローアップ期間の長さは、研究の成果に対してほとんど影響しておらず、入手可能

なデータがあった8件の結果変数の中で有意な研究結果は1件のみであった。フォローアッ

プ期間が短い（12ヶ月未満）場合、秩序びん乱関連の緊急通報に対してより大きな効果量

が報告されている（M=1.10）。 
 
 筆者らはまた、メタ分析の結果に寄与した要因を解釈するために他の調整変数を調べた。

介入実施年は、結果に対してほとんど影響していなかった。この調整変数の分析が可能で

あった8つの結果30のうち、介入実施年は2つの結果変数、すなわち緊急通報全体（M（1990
年より前）=1.02、M（1990‐1994）=1.10）と秩序びん乱関係の緊急通報（M（1990‐1994）
=1.10）についてのみ有意であり、この影響は首尾一貫していなかった。緊急通報全体を結

果変数に取ると後年の介入ほど成功していないのに対して、秩序びん乱に関する緊急通報

を結果変数にしたら、後年の介入ほど成功している、という結果になった。刊行物の種類

による影響も首尾一貫していなかった。7種類の結果変数のうち5種類について、刊行物の

種類の影響が見られた。査読つき雑誌に比べて、報告書、学位論文、博士論文または書籍

の研究での効果量が大きかったのは、財産犯罪（M=1.02）、対人犯罪（M=1.08）、薬物犯

                                                        
30 次の調整変数の効果は、メタ分析に含められた研究の分散の不足により次の結果について研究すること

ができなかった。実施年（薬物犯罪、秩序びん乱）、出版物タイプ（対人犯罪緊急通報、対物犯罪緊急

通報、秩序びん乱緊急通報）、比較領域の同等性（対人犯罪緊急通報、対物犯罪緊急通報、秩序びん乱

緊急通報）、事後期間の長さ（薬物犯罪、秩序びん乱）ならびに方法論的厳密度（対人犯罪緊急通報、

対物犯罪緊急通報、秩序びん乱緊急通報）。 
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罪（M=1.89）、秩序びん乱犯罪（M=1.36）と合計犯罪（M=1.18）だった。査読つき雑誌に

掲載された研究は、薬物関連緊急通報（M=1.48）と合計緊急通報（M=1.08）に関してより

良好な結果を報告している。 
 
メタ分析と調整変数分析の要約 

 要約すると、今回実施された10のメタ分析のうち、薬物法執行介入の実際上望ましい効

果が見られたのは、薬物関連緊急通報、対人犯罪、緊急通報全体だった。当初仮定したよ

うに、薬物問題に対する警察活動アプローチによって、その効果は異なっていることを見

出した。問題解決型警察活動は、緊急通報全体と薬物関連の緊急通報に対して、オッズ比

ベンチマーク以上の正の影響を与え、薬物犯罪に対しても正の効果を与えることが分かっ

た。地域社会型警察活動は、薬物犯罪、秩序びん乱、合計緊急通報に対して正の研究結果

が見られた。ただし、これらのカテゴリーには、それぞれ1つの研究のみが存在するだけで

ある。財産犯罪についても望ましい効果が見られたが、これはMcElroyら（1990）の評価研

究での件数の多さに影響されたと思われる（表7参照）。犯罪多発地点への警察活動アプロ

ーチは、犯罪全体と犯罪犯罪に関する緊急通報について所望の結果を示している。ここで

も、この研究結果の有意性は、頻度の多さを報告している単一研究によって影響を受けた

ものと思われる（Fritschら、1999）（表11参照）。 
 
 今回の調整変数の分析では、変数によって、メタ分析の結果が微妙に異なってくること

が示された。とりわけ、対人犯罪、対物犯罪では薬物法執行アプローチの間に有意な差異

はないようだが、問題解決型警察活動は、薬物犯罪、薬物関連緊急通報、犯罪全体に対し

て効果が見られるものと思われる。地域社会型警察活動も薬物犯罪、秩序びん乱犯罪、犯

罪全体、緊急通報全体に対してある程度の有望さを示した。 
 
 

制 約 

 
 今回の街路レベル薬物法執行に関するメタ分析レビューには数多くの制約が存在する。

第一に、比較対象となった介入にはかなりのばらつきがあった。介入は、警察活動の標準

的な法執行モデルとの比較で、地域社会型警察活動（たとえば、近隣地域の薬物市場問題

を目標とするパートナーシップ）、問題解決型警察活動（たとえば、「第三者」とのパー

トナーシップを形成し、ある場所に集中させる）、犯罪多発地点への警察活動（たとえば、

地理的に集中する手入れ、一斉検挙、おとり捜査作戦）として群ごとに分けられた（Weisburd
とEck, 2004年参照）。この群分けは、概念的見地から論理的であるのは確かだが、分析的

見地からはおそらくあまり適切ではない。とりわけ、介入が同じ種類に区分けされても、

実際には特性のかなりのばらつきが見られた。 
 
 第二の制約は、メタ分析の対象となった介入の特異性である。対象となった介入は、薬

物に関係する必要があった。したがって、今回のメタ分析では、特に薬物のみを対象にし

ていなくても、薬物関係結果にプラスの結果を生む可能性があった一般的な法執行介入は
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除外している。対物犯罪、秩序びん乱、暴力犯罪といった一連の犯罪問題に対処しようと

する一般的な警察介入が、それに伴う街路レベル薬物市場問題も軽減しうることは考えら

れる。しかし、今回のレビューでは、一般的な警察介入では、薬物市場での活動への対策

としての特殊性が不足していることを考慮して、一般的な法執行評価は除外することにし

た。 
 
 第三に、法執行の評価研究での重要問題は、プラスの介入効果、すなわち成功する介入

効果を見せる取り組みとは何かを見出すことである（Giacomazzi, 1995年、Mazerolleら、2000
年参照）。ここで、逮捕の増加や減少は、特定の薬物法執行介入の実効性を意味するのだ

ろうか。緊急通報の減少は、問題の減少を示すのだろうか。この議論は、さまざまな解釈

が可能であり、また介入とデザインの特質に左右される。たとえば、警察と市民の関係や

信頼の向上を目的とした研究では、緊急通報とその後の逮捕が増加しても、実際上は、成

功を示している可能性がある（Mazerolleら、2000年参照）。逆に、逮捕率や緊急通報率が

減少する場合は、より受動的な介入のほうが効果的であると一般的に評価される。ただし、

これは、事後の評価期間によって大いに左右される。一般に逮捕率や緊急通報率は、介入

実施期間とその直後に劇的に増加し、その後は徐々に低下する傾向があると考えるのは自

然である。したがって、介入期間と介入後の期間とが混同してしまうような評価研究は、

分析的な見地からすると非常に問題である。したがって、今回のレビューでは、逮捕結果

に与える介入効果は検討せず、介入期間と評価期間とを区別する結果変数を利用した。 
 
 第四に、筆者らのメタ分析レビューは、有意性検定結果を検討せずに、オッズ比の模擬

ベンチマークを用いて、結果を解釈・検討した。本研究で筆者らがこの方法を選んだ理由

は、法執行文献では高品質の研究が不足していることと、今回利用したオッズ比が例外的

なものであったため、標準誤差の正確性に疑義が生じ、メタ分析結果の妥当性にも疑問が

あることによる。 
 
 第五に、今回のメタ分析が対象とした研究の間には極端な異質性が見られ、オッズ比の

計算に影響を与え、比較や解釈にも影響した可能性がある。たとえば、対照群の同等性に

ばらつきがあり（たとえば、ある研究ではランダム割付を用い、別の研究ではマッチング

による比較を用い、さらに別の研究では非同等の群間比較を用いていた。また、市全体と

いったきわめて非同等な対照群を用いた研究もあった）、さらに事前と事後の介入効果の

測定期間にも、ばらつきがあった（たとえば、事前測定の期間はわずか30日から2年間まで

だった）。研究間が高度に異質であることそのものは、メタ分析を行うことを妨げないが、

結果の解釈では、弱点と制約を勘案しなければならない。 
 第六に、薬物犯罪と秩序びん乱に対する効果は正のように見えるが、単一の評価研究の

結果のみを用いて、そのアプローチの実効性の結論を下すには自ずと限界がある。また、

犯罪全体と緊急通報全体を結果変数にした分析では、件数が多いある単一の研究によって、

オッズ比が大きく影響を受けているようである。この問題は、サンプル・サイズと検出力

の問題と類似している。このことは、地域社会型警察活動が緊急通報全体に与える影響を

評価した研究1件では、確実に当てはまるだろう。犯罪全体については、対象となった3つの
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介入のうち2つは負の影響を示した。先に述べたように、調整変数の分析の基盤となる固定

効果モデルでは、評価研究の数の少なさには対応できない。 
 
 サンプル・サイズに関する類似の問題として、その他の調整変数の効果について強い結

論が言えなくなってしまうということがありえる。ここでも、犯罪や通報件数が大きな評

価研究にオッズ比が影響されたように思われる。これらの制約を考えても、介入実施年や

出版物タイプの影響はないようであり、また、デザインの厳密さに欠ける研究ほど、より

大きな効果量を生み出すという結論も限定的だった。 
 
 最後に、本研究は、数多くの重要な公共政策上の質問に答えるためのデータを明らかに

はできなかった。これらの質問とは、どのような種類の戦略がどのような種類の薬物問題

（クラック、ヘロイン、メタンフェタミン等）に最もよく機能するか。どのような種類の

戦略がどのような種類の場所（商業地域、住宅地域、公共住宅、低所得地域）に最もよく

機能するか、ということである。研究間の分散や、メタ分析の対象となった研究数が少な

かったため、これらの分析は不可能だった。この弱点は、薬物法執行の評価研究の方法論

的質の一般的に不足に起因していることは明らかにである。 
 

レビューアーの結論 

 

 過去10年にわたり、一般的な法執行介入の実効性が、著名な学者により研究しかつレビューさ

れた（Braga, 2001年、Poyner, 1993年、Sherman, Gottfredson, MacKenzie, Eck, Reuter，Bushway, 
1997年、WeisburdとEck, 2004年）。これらの叙述的レビューによって、広範囲のアプローチ

を利用する集中的パートナーシップ型の法執行の方が、法執行資源に全面的に依存する非

集中的な取り組みより、現在の犯罪問題に対してはるかに有効に対応することが示された

（WeisburdとEck, 2004）。実際、WeisburdとEck（2004）は、街路レベルの犯罪問題に対処

するのは（多様なアプローチを用いる）問題解決型警察活動が最も実効的な方法であり、

地域社会型警察活動でも、犯罪多発地点に対して法執行資源を集中させることで著しく改

善すると結論している。WeisburdとEck（2004）は、地域社会型警察活動は、問題解決型警

察活動介入と犯罪多発地点警察活動介入に次ぐ3番目であり、そして標準的、非集中的な法

執行のみのアプローチは最下位に位置すると提起している。 
 
 今回のメタ分析レビューは、街路レベル薬物市場を根絶するための取締法の文献レビュ

ーから得られた結論を、頑健かつ実証的な方法で検討したものである。今回のメタ分析レ

ビューは、街路レベル薬物法執行の評価研究の中でも、最高品質の研究に限ってレビュー

したもので、一般的な法執行アプローチについての先行研究結果を支持し、興味深いバリ

エーションと洞察が得られた。入手可能なデータには制約があったが、今回のレビューで

は、パートナーシップ・アプローチを用いて地理的に集中する問題解決型警察活動は、同

じくパートナーシップを利用する地域社会型警察活動に比べて、薬物問題に悩む近隣地域

での薬物・秩序びん乱問題をより強固に減少させることが示唆された。一方で、今回のレ

ビューでは、地域社会型アプローチまたは問題解決型アプローチのいずれでもパートナー
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シップを取り入れた取り組みは、薬物犯罪多発地点を対象に法執行をするだけの取り組み

に比べ、より効率的に薬物問題を軽減させる可能性が高いことが示された。一般的な法執

行介入のレビューの結果と異なり、本研究で明らかになったエビデンスは、犯罪多発地点

に集中するよう指令された法執行戦略よりも、街路レベルでの薬物市場問題に対処しよう

とする複数機関による問題解決型警察活動アプローチや地域社会型警察活動アプローチの

方が、より生産的に薬物問題を軽減させる可能性が高いことを示唆している。すなわち、

今回の薬物法執行に関するメタ分析レビューは、パートナーシップを利用して、良好な警

察－市民関係を構築する地域社会型警察活動の取り組みは、薬物犯罪多発地点を取り締ま

る法執行のみのアプローチよりも、地域社会における薬物問題に対してより実効性があり

そうなことが示唆された。これは、法執行が一般的な犯罪問題に対してどれだけ実効性が

あるかをレビューした結果とは異なる、重要な研究結果である。 
 
 筆者らの研究結果は、ローカルな薬物市場を対象にした介入の英語での評価研究を叙述

的にレビューしたMasonとBucke（2002）の結果と一致している。MasonとBucke（2002）は、

薬物に関する迷惑行為削減と民事救済を伴う第三者警察活動介入（MazerolleとRansley, 
2006）は、住居物件と商業物件から薬物取引を絶つ最も実効的な戦略であり、手入れと地

域社会ベースの警察活動は部分的にしか効果的はないとしている。 
 
 本研究からは、いくつかの政策的含意が分かってきた。第一に、警察は、街路レベル薬

物市場活動を助長する基本的な犯罪誘発状況を考慮しなければならないことが示唆された。

問題解決型警察活動アプローチに関して好結果を得た評価研究を考慮すれば、問題解決型

警察活動でのSARAアプローチの「分析」過程にならって、問題を注意深く分析することで、

警察は最も適切なパートナー（健康・安全検査官、住民、学校補導員、建築条例検査官）

を決定し、街頭薬物取引を助長する機会を減少させる適切な方法を選択できると思われる。

地理情報システムを利用して、さまざまな情報源からのデータを活用することで、たとえ

対象地区が狭くても、街路レベルでの薬物市場の変化を捉える警察の能力を確実に高める

ことになる（Eck, 1994年参照）。 
 
 第二に、筆者らの研究結果は、（犯罪多発地点警察活動と「標準」モデルで用いられて

いる－WeisburdとEck, 2004参照）法執行のみに警察力を使用しても、警察が主導する第三者

とのパートナーシップを利用する介入よりも、街路レベル薬物市場問題を減少させる可能

性は少ないことを示した。たとえ当初の活動内容が画一的であっても、潜在的な第三者パ

ートナーを巻き込んで各場面に適した形で活動できれば（たとえばBeat Health Programでの

SMART検査のように）、結果的には、異なる場面でも画一的な方法を適用する法執行のみ

のプログラム（たとえば、一斉検挙）よりも成功する可能性が高い。したがって、警察が

さまざまなアプローチを利用することに価値をおくWeisburdとEck（2004）の結論は、街路

レベル薬物市場を根絶するための警察主導の取り組みにも当てはまると考えられる。 
 
 しかし、本研究の第三の含意は、WeisburdとEck（2004）の結論とは異なっている。すな

わち、WeisburdとEck（2004）は、介入の成功・失敗を分ける主要因は、二次元モデルでの



訳 島 田 貴 仁（科学警察研究所） 

 27

横軸である「集中の程度」としたが、筆者らのレビュー結果では、街路レベル薬物市場と

いう特定場面での介入の成功・失敗を分けるのは、二次元モデルでの縦軸、すなわち、「ア

プローチの多様性」であることが示唆された。他の多くの場面で警察が第三者と一連のパ

ートナーシップを形成しているように、薬物問題に関しても、警察が多様なアプローチを

採用することで、第三者の資源を梃子として利用することを筆者らは提案する。今回のレ

ビューでは、パートナーシップによる介入が、地域社会全体を対象にするか、あくまで地

理的な薬物犯罪多発地点を対象にするかにかかわらず、これらのパートナーシップとアプ

ローチの多様性は、警察が法執行のみの資源に依存するよりも実効性が高いことを示唆し

ている。 
 
 最後に、本研究は、薬物法執行介入を高い方法論的品質で評価している研究が不足して

いることを浮き彫りにした。国家が薬物政策予算の半分以上を法執行に割り当てている（残

余が治療、予防と被害軽減の支出である）ことを考慮すると、薬物法執行のベストプラク

ティスだと考えられる事業を注意深く選定して、予算を支出すべきである。今回のメタ分

析の結果からは、政策立案者は、パートナーシップを伴いかつ薬物犯罪多発地点に集中す

る問題解決型警察活動に予算を割り当てるべきだといえる。また、これらベストプラクテ

ィスの評価研究に予算を割り当ててより包括的なエビデンス基盤を構築すべきだと提案し

たい。包括的なエビデンス基盤は、政策立案者が、最も実効性が高い法執行アプローチに

対して予算を割り当てるのを助けるだけなく、薬物の種類に応じて有効な取り組みを選択

することも助けるだろう。 
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付表A 分析に含まれる研究の特性 

 研究数 (%) 

研究特性 

犯罪多発地点 
警察活動 

(n=4) 

問題解決型 
警察活動 

(n=5) 

地域社会型 
警察活動 

(n=5) 
全メタ分析研究 

(n=14) 

出版物タイプ     

審査済刊行物 3(75) 3(60%) － 6(42.9%) 

報告書 1(25%) 1(20%) 4(80%) 6(42.9%) 

学位論文/博士論文 － － 1(20%) 1(7.1%) 

書籍 － 1(20%) － 1(7.1%) 

合計 4(100%) 5(100%) 5(100%) 14(100%) 

実施年     

1990年より前 － 2(40%) 2(40%) 4(28.6%) 

1990-1994 2(50%) 2(40%) 2(40%) 6(42.9%) 

1995-1999 2(50%) 1(20%) 1(20%) 4(28.6%) 

合計 4(100%) 5(100%) 5(100%) 14(100%) 

設計特性     

ランダム割付     

あり 1(25%) 2(40%) － 3(21.4%) 

なし 3(75%) 3(60%) 5(100%) 11(78.6%) 

合計 4(100%) 5(100%) 5(100%) 14(100%) 

研究設計     

ランダム割付 1(25%) 2(40%) － 3(21.4%) 

マッチング 1(25%) 1(20%) 1(20%) 3(21.4%) 

非同等 2(50%) 2(40%) 4(80%) 8(57.1%) 

合計 4(100%) 5(100%) 5(100%) 14(100%) 

介入後期間の長さ     

12ヶ月 3(75%) 1(20%) 1(20%) 5(35.7%) 

12－23ヶ月 1(25) 4(80%) 4(80%) 9(64.3%) 

24ヶ月  1(20%)a 2(40%)a 3(21.4%)a 

合計 4(100%) 5(100%) 5(10%) 14(100%) 

介入前－介入後の

期間 
    

同一 3(75%) 4(80%) 5(100%) 12(85.8%) 

異なる 1(25%) 1(20%)  2(14.2%) 

合計 4(100%) 5(100%) 5(100%) 14(100%) 

a  2つの研究が複数の事後期間を伴うため、合計割合は100にならない。 
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